
EY が実施したグローバル M&A 戦略に関する最新の調査

によると、企業のトップは、これまで以上にトランスフォーメー

ションを重視しており、業績回復に留まらず、ポストコロナの

将来を見据えた計画を策定しています。EY が 2,400 名を

超える経営陣を対象として実施した最新の調査「グローバ

ル・キャピタル・コンフィデンス調査」の結果をご紹介します。

今回の調査では、多くの企業のトップが現状に安堵し、先行きを楽観視しているこ

とが分かりました。これは、グローバル企業の 88%で売上高が減少し、92%で利

益率が悪化したとされる危機的状況を切り抜けたことを示しています。また、今回

の危機の教訓として楽観的な見通しが強まったことから、ビジネスの本質的な側

面に大規模かつ広範な変革を進める動きに拍車がかかっています。コロナ渦に

おいて 86%に及ぶ企業が、包括的な戦略やポートフォリオの見直しを実施してい

ます。

これまで多くの企業が防衛策を講じており、事業運営の迅速な方向転換や、完全

リモートなデジタル環境への移行を推進しつつ、それぞれが抱える戦略・業務・運

営上の課題に取り組んでいました。現在は、およそ 3 分の 2（63%）にあたる企

業がテクノロジーやデジタル分野への投資を拡大する計画を立てています。ま

た、3 分の 2 弱（57%）の企業が顧客エンゲージメントへの投資を強化していま

す。

そしてまた、多くの企業が M&A 案件によるトランスフォーメーションを模索してい

ます。回答者のほぼ半数（49%）が今後 12 ヵ月間で買収を計画しており、その大

多数（65%）が国内ではなく海外の資産買収を検討しています。これらの企業は、
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革新的なスタートアップ企業やテクノロジー対応の進んだ競合他社を買収し、顧客エンゲージメントの向上

を図るとともに、ロックダウンに伴う不況下で大企業にとって不可欠であることが証明されたデジタルチャネ

ルの強化をパンデミック以降も推進することを目指しています。

このような潮流の中、2020 年下半期の M&A は過去最高を記録しました。企業が経験則に基づいて行動

していることは明らかであり、これまでとは異なる市場環境に対して先手を打って対応しています。

経営層は最終的に、競争環境、経済環境、地政学的環境、社会環境を完全に再構築することを望んでいま

す。COVID-19 の影響で、企業はこれまで以上にトランスフォーメーションを重視しており、業績回復に留ま

らず、パンデミック終息後の将来を見据えた計画を策定しています。

COVID-19 パンデミックのインパクト

COVID-19 による経済的大混乱に陥った企業や業界では、開拓機会のあった市場が完全に閉ざされてし

まいました。一方、デジタル・トランスフォーメーションを牽引する企業などのようにパンデミックやそれに伴う

ロックダウンによって商機が生まれている業界もあります。しかしながら、大多数の企業が収益の落込みや

収益力の悪化に見舞われました。

■貴社が COVID-19 パンデミックにより売上高(Revenue)または利益率(Profitability)が大幅に減少した場合、
いつパンデミック前のレベルに戻ると予想しますか？

パンデミックにより、CEO や経営層は事業のあらゆる側面を検証することを余儀なくされています。明るいニ

ュースとしては、収益およびオペレーション両面において経営層の投資意欲が高まっており、デジタル・トラ

ンスフォーメーション（回答者の 63%が投資の拡大を計画）や顧客エンゲージメント（経営層の 57%が投資

の拡大を計画）が最も重視されています。



コロナパンデミックで加速する M&A とトランスフォーメーション

■COVID-19 パンデミックは貴社の戦略事業や投資にどのようなインパクトを及ぼしましたか？

新型コロナワクチン接種体制構築に関する明るいニュースにもかかわらず、パンデミックや経済活動に対す

る継続的な規制が企業のトップにとって最大のリスクであることは明らかです。一方で、経営層は景気回復

局面における力強さに懸念しています。

景気回復は、世界各国におけるワクチン接種のスピードや効果に左右されます。ワクチンの供給にはばら

つきがあり、市場や業界が活気を取り戻す時期もまちまちになると見られます。企業は、景気回復の動きが

出てきた際に、加速する経済活動に乗じることができるよう足場を固めておく必要があります。

企業は、パンデミックによって引き起こされた変化が一過性のものであるか、永続的なものであるかを判断

しようとしています。一方、パンデミックの経験と将来についての観測から、１つ確かなことは、テクノロジーと

デジタル分野への投資が不可欠であるという点です。

また、戦略上の重要な事項についても、明白な事実があります。それは、成長が見込まれる分野を特定して

買収を実施すること、そして不採算資産の売却という難しい決断を下すことが企業にとって重要な課題であ

ることです。世界金融危機後の景気回復期において、これらの選択は企業の成長を加速させたことは明ら

かです。
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■現在の戦略上の重要な事項はなんですか？

M&A の今後の見通し

20 年 7 月以降、企業買収が加速しています。企業が経済活動の回復や業界の状況変化に備えて体制を

整えるなか、この傾向は今後も続くとみられます。20 年下半期の買収額は過去最高を記録し、上半期から

下半期にかけて倍増しました。低金利、緩和基調の資本市場、豊富な民間資本などの環境が、引き続き

M&A を後押ししています。

顧客へのサービスや商品提供の拡大を重視した M&A 案件が多数発表されました。企業はより広範な商品

やサービスの提供と顧客体験の改善を通じて、顧客エンゲージメントの強化を目指しているため、この点が

直近の M&A を牽引する主な要因となるものと考えられます。

調査対象となった企業のおよそ半数（49%）が今後 12 ヵ月以内に買収を行う予定であることから、M&A が

活発化する状況は今後も続くと予想されます。

本稿は EY がまとめた記事「Will COVID-19 turbo-charge M&A and transformation?」（英語）を翻訳し概要

をまとめたものです。日本語版と英語版の間に矛盾がある場合、英語版が優先されます。
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※本稿は出版時の時点で適用される一般的な情報を提供する目的で作成されており、法的助言を行うものではありませ

ん。本稿の内容に関連する事項については、正式な法的助言を別途受けた上で判断される必要があります。
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